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■■■ 市場ウオッチ ■■■ 

＜先週のマーケットを振り返る＞ 

先週の「今週の T2」において、「今週は本来ですと急落調整を警戒する週が予想されます。今週

（10/6～10/10）の相場を占う『RU-RD 指標』の 9 月 26 日週は-16.7％とマイナス圏に陥ったこと

で、本来ですと急落調整を警戒する週が予想されます。さらに、来週（10/13～10/17）の相場を占

う 10 月 3 日週は-46.6％と一気に「-40％超の下限ゾーン」を下回り、2 週連続でマイナス圏に陥っ

たことで、本来ですと軟調相場が予想されます。「-40％超の下限ゾーン」を下回ったのは 25 年 3

月 31 日週以来、約半年振り、また「2 週連続マイナス圏」も 25 年 3 月 31 日週～4 月 7 日週と同

時期で、その直後に「トランプ関税ショック」が起きたことは記憶に新しいところです。先週は本来、

急反発が予想される週でしたが、週初に米国の政府機関閉鎖に対する警戒感から急落、日経平

均は T-Model 理論『目標値±2％乖離』で、予告通り、「下値目標値-2%乖離」を下回り、その後は

4 日の自民党総裁選投開票の思惑で女性初の高市自民党総裁誕生を一部織り込んだのか、日経

平均は約 1 週間ぶりに過去最高値を更新して終了しています。今週は先週とは逆に、本来、急落

調整を警戒する週ですが、週初は「高市トレード」を織り込むかたちで、一つのメドとしては「上値目

標値+2%乖離」＝46651 円を上回る円安・株高が予想されますが、その後は、目先、一旦、「下値目

標値-2%乖離」を下回るような急落調整に警戒かと思われます。今週末はミニ SQ を控えることから

投機筋が週末までは高値を維持するかもしれませんが、その場合は、来週に急落調整がズレ込む

可能性がありそうです。実際、先週、日経平均が約 1 週間振りに史上最高値を更新したにも関わら

ず、『「買い（レーティング 1 と 2）」-「売り（レーティング 3 と 4）」銘柄比率』は先週 10 月 3 日週-

2.9％と約半年ぶりにマイナス圏に急落し、株式全体のエネルギーは急減速している実態を示して

いるからです。つまり、先物中心に日経平均寄与度の高いソフトバンクなどの一部の銘柄を吊り上

げて指数を上げている姿が浮き彫りとなっています。 

 

先週の相場で注目すべきは、ドルの価値低下分を除いた実質的な株価を示す「NY ダウ/ゴールド

レシオ」が先週末 10 月 3 日週 12.0 倍に低下したことです。「NY ダウ/ゴールドレシオ」は「トランプ
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関税ショック」で今年 4 月 14 日週 11.7 倍まで急落した後、一旦は下落が止まったものの再度、4

月ボトムに接近したかたちです。実は、同指標の「11 倍～12 倍」の水準は歴史的にみても重要な

節目で、2008 年はこの水準を割り込んだ途端、「リーマンショック」に発展したからです。それ以前も

「11 倍～12 倍」を割り込むと、1973 年には「第一次オイルショック」、1929 年には「世界大恐慌」に

突入するシグナルとなっています。だからこそ、株高によって実体経済を覆い隠そうとしてきた当局

からすれば、どうしてもこの「11 倍～12 倍」の水準は死守しなければなりません。今後、直近ボトム

の 4 月 14 日週 11.7 倍を何がなんでも死守することが予想されますが、仮に、それが限界に達した

と当局が考えれば、逆に、自らのタイミングで「〇〇ショック」を仕掛けてくるかもしれません。更に、

その「〇〇ショック」が起こされた場合、次に注目すべきは「通貨制度」の変更となりそうです。「リー

マンショック」の時期に、1929 年「世界大恐慌」や 1973 年「第一次オイルショック」の両時期のように

3 回目の「通貨制度」変更に発展する可能性がありましたが、2008 年から始めた「QE」によって同

指数は 2011 年 8 月 15 日週 5.8 倍のボトム水準で一旦、止めることで「通貨制度」変更を先送りし

たかたちです。ただ、現在の金価格の急騰で当時の金価格を大きく上回ったことから、同指標は

「11 倍～12 倍」の歴史的水準に達しており、別の見方をすれば、「通貨制度」の変更を催促してい

るようにも見えてきます。そろそろ「金・銀」と「株式」が同時に急騰している不自然さに気が付くとき

が近づいているように思えます。 

 

一方、日経平均とのほぼ一致指標である『「買い（レーティング 1 と 2）」-「売り（レーティング 3 と

4）」銘柄比率』が 25 年 8 月 1 日週+41.4％→8 月 8 日週+42.9％→8 月 15 日週+47.1％→8 月 22

日週+54.3％→8 月 29 日週+48.6％→9 月 5 日週+44.3％→9 月 12 日週+47.1％→9 月 19 日週

+52.9％→9 月 26 日週+38.6％→10 月 3 日週-2.9％と、25 年 4 月 14 日週以来、約半年ぶりに一

気に「マイナス圏」に急落しています。以前から『「天井圏」を割り込むとリバウンド終了のサインとな

る可能性が高い』とお伝えしてきましたが、「+40％超の上限ゾーン」、かつ「+50％」を超えて「天井

圏」を示した後、24 年 8 月 9 日週の「令和のブラックマンデー」や 25 年 4 月 11 日週安値 30792

円まで-23％急落した「トランプ関税ショック」が起きています。「マイナス圏」への下落はそのような

「〇〇ショック」がいつ起きてもおかしくないかたちが出来つつあることを示唆しています。また、以

前から指摘しているように、不自然な「株価操縦」で本来の天井圏・底値圏を示唆する同指標の「移

動平均ベース」が 2020 年 4 月 13 日週の「コロナショック」以降、「-40％超の下限ゾーン」を割り込

む本来の「底値圏」が一度も表れていません。同指標の「移動平均ベース」は 25 年 8 月 1 日週

+33.6％→8 月 8 日週+37.6％→8 月 15 日週+40.5％→8 月 22 日週+43.6％→8 月 29 日週

+47.1％→9 月 5 日週+46.4％→9 月 12 日週+47.4％→9 月 19 日週+49.0％→9 月 26 日週

+47.6％→10 月 3 日週+38.1％と、19 週連続で「プラス圏」ですが、24 年 9 月 30 日週以来、約 11

か月弱振りに 7 週連続で超えていた「+40％超の上限ゾーン」を今回、途切れたかたちです。以前

から、『同指標の「移動平均ベース」の「天井圏」を割り込むとリバウンド終了のサインがより鮮明化

し、急落調整のサインが迫っていることを意味するため要注目です。』とお伝えしてきましたが、そ
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れが表れたかたちです。今回は 1 月 20 日に「トランプ政権 2.0」に移行したことで、バイデン政権

時代の「円キャリートレード」による「人工的」円安と米国の緩和策の一つである「逆イールド」による

不正な株価吊り上げの反動から久しぶりに「移動平均ベース」でも「-40％超の下限ゾーン」を割り

込む「底値圏」が表れる可能性がありそうです。現在、T-Model『円キャリートレード指数』は 25 年

10 月 3 日週 1.51 倍と、「令和のブラックマンデー」直前に付けた直近での最高の 24 年 7 月 1 日

週 1.54 倍に迫り、「2 番天井」のかたちになりつつあります。 

 

今週は、経済指標では、国内は、10 月 6 日に地域経済報告(さくらリポート)(10 月)、7 日に 8 月家

計調査、8 月景気動向指数、8 日に 8 月勤労統計調査、9 月景気ウォッチャー調査、8 月経常収

支、9 日に 9 月都心オフィス空室率、10 日に 9 月国内企業物価指数、海外では、6 日に欧・8 月

ユーロ圏小売売上高、7 日に米・8 月貿易収支、8 月消費者信用残高、8 日に独・8 月鉱工業生

産、米・FOMC 議事録（9 月 16-17 日開催分）、9 日に米・新規失業保険申請件数、10 日に米・10

月ミシガン大学消費者マインド調査、9 月財政収支などが発表予定です。このほかのイベント・トピ

ックスとしては、国内は、10 月 6 日に植田日本銀行総裁が記者会見、日銀支店長会議、海外は、7

日に香港・株式市場は祝日のため休場(中秋節の翌日)、8 日に植田日銀総裁がパリ・ユーロプラス

主催のフォーラムで講演、米・連邦公開市場委員会(FOMC)議事要旨(9 月 16-17 日会合分)、NZ・

ニュージーランド準備銀行（中央銀行）が政策金利発表、9 日に中・株式市場取引再開(8 日まで国

慶節・中秋節の連休で休場)、10 日に北朝鮮・朝鮮労働党創建記念日(80 周年)、など。尚、ノーベ

ル賞受賞者が週を通し発表され、特にトランプ大統領からみで 10 日の平和賞が注目されます。」と

コメントしました。 
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9 月 15 日週 9 月 22 日週 9 月 29 日週 10 月 6 日週 

¥45,045.81 ¥45,354.99 ¥45,769.50 ¥48,088.80 

-21.9% 0.0% 11.1% -16.7% 

 

先週の日経平均は、高値 48597 円（10 月 9 日）・安値 46592 円（10 月 6 日）と推移、3 週連続で前

半安・後半高の強いかたち。先週は、4 日に行われた自民党総裁選では、大方の予想に反して高

市候補が新総裁に選出され、財政拡張派の新総理誕生が期待されたことで週明け 6 日の日経平

均の上昇幅は 2175 円と史上 4 番目の上げ幅となり史上最高値を更新、週末 10 日のミニ SQ も意

識した投機筋の先物中心の吊り上げもあって「上値目標値+2%乖離」を大幅に上回り、週間ベース

では+2319 円高と 24 年 9 月 23 日週以来、約 1 年振りに 2000 円超の大幅上昇、かつ 2023 年(10

週続伸)以来約 2 年ぶりに 7 週連続上昇で終了しています（先週予告していた上値メド 45737 円～

46651 円（+2％かい離）//下値メド 44739 円～43844 円（-2％かい離））。日経平均の『大台替えと

時間の物理学的法則』では、短期の大台替えで、逆に 10 月 7 日に 48000 円大台割れで下落スタ

ートとなりましたが、逆に 9 日に 48500 円大台替えで仕切り直しが入りましたが、逆に 10 日に 48000

円大台割れで下落スタートとなりました。47500 円大台割れでカウントダウンの下落局面、逆に、

48500 円大台替えで仕切り直しが入ります。中期の方向を示す月ベースでは、10 月 6 日に 47000

7月21日週 7月28日週 8月4日週 8月11日週 8月18日週 8月25日週 9月1日週 9月8日週 9月15日週 9月22日週 9月29日週 10月6日週

日経平均 ¥41,456.23¥40,799.60¥41,820.48¥43,378.31¥42,633.29¥42,718.47¥43,018.75¥44,768.12¥45,045.81¥45,354.99¥45,769.50¥48,088.80
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円大台替えで仕切り直しが入り、同時に、48000 円大台替えでカウントダウンの上昇局面入りに 0

日間、従って、猶予で 7 日までに 49000 円大台替えでカウントダウン継続を狙う時間帯に入りまし

たが、実現せずに時間切れ。49000 円大台替えで仕切り直し、逆に、46000 円大台割れで下落スタ

ートとなります。また長期の方向を示す月ベースの大台替えの法則では、10 月に 46000 円大台替

えで仕切り直しが入り、同時に、47000 円大台替えでカウントダウンの上昇局面入りに 0 ヶ月、同時

に、48000 円大台替えでカウントダウン継続に 0 ヶ月、従って、10 月までに 49000 円大台替えでカ

ウントダウン継続を狙う時間帯に入りました。逆に、47000 円大台割れで下落スタートとなります。こ

れで短期↓、中期→、長期↑となり、中期が方向感なし、長期が時間的リミットのある強含みは変わ

りませんが、短期が再び弱含みに変化したことで、目先は下落しやすいながらも乱高下しやすいか

たちに変化しました。日経平均の T-Model 理論『目標値±2％乖離』は、10 月 1 日に「下値目標値

-2%乖離」が表れ、『目先は一旦、「上値目標値+2%乖離」が表れる反発局面に入りそうです。』と指

摘し、予告通り、10 月 6 日に「上値目標値+2%乖離」が表れ、目先は一旦、再び「下値目標値-2%乖

離」が表れやすいかたちになりました。一方、ドル円の T-Model 理論『目標値±1％乖離』は、8 月

1 日週に「上値目標値+1％乖離」が表れたことで、『再び、短期的には一旦は「下値目標値-1％乖

離」が表れる円高局面が表れそうです。』と指摘しましたが、9 月 22 日週に再び、「上値目標値+1％

乖離」が表れ、更に、先週 10 月 6 日週に再び、「上値目標値+1％乖離」が表れ、3 回連続となった

ことで、「下値目標値-1％乖離」が表れる円高局面がより表れそうなかたちになっています。 

 

日経平均を左右する NY ダウは、高値 46868 ドル（10 月 7 日）・安値 45470 ドル（10 月 10 日）と推

移、前の週と異なり、前半高・後半安の弱いかたち。先週は、週前半、米国金利の先安観が強まり、

47000 ドル目前まで反発したものの、週末 10 日に自民・公明の連立解消が報じられ、高市総裁の

政策を織り込んだ株高・円売りが縮小、さらに、米トランプ大統領が中国のレア・アース輸出規制を

理由に 11 月 1 日付で中国からの輸入品に 100％の追加関税を課すと共に、全ての重要な米国製

ソフトウエアに輸出規制を適用すると表明、さらに 2 週間後の韓国での APEC で予定されている習

近平中国国家主席との会談について「今はそうする理由がないようだ」と SNS に投稿したことで米

中貿易摩擦懸念が強まり、ハイテク株を中心に利益確定売りから下値目標値を達成、週間ベース

で-1279 ドル安と、前の週と異なり、7 月 28 日週以来、約 2 ヵ月振りに 1000 ドル超の大幅下落で

終了しています（先週予告していた上値メド 47105ドル～48047ドル（+2％かい離）//下値メド46266

ドル～45340 ドル（-2％かい離））。NY ダウの『大台替えと時間の物理学的法則』では、短期の大台

替えで、逆に 10 月 6 日に 46500 ドル大台割れで下落スタート、10 日に 46000 ドル大台割れでカ

ウントダウンの下落局面入りに 4 日間、同時に、45500 ドル大台割れでカウントダウン継続に 0 日

間、従って、11 日（土曜日のため週明け 13 日）までに 45000 ドル大台割れでカウントダウン継続を

狙う時間帯に入りました。逆に、46000 ドル大台替えで仕切り直しが入ります。中期の方向を示す月

ベースでは、9 月 11 日に 46000 ドル大台替えで仕切り直しが入り、10 月 3 日に 47000 ドル大台替

えでカウントダウンの上昇局面入りに 22 日間、従って、25 日までに 48000 ドル大台替えでカウント
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ダウン継続を狙う時間帯に入りましたが、逆に 10 月 10 日に 46000 ドル大台割れで下落スタートと

なりました。45000 ドル大台割れでカウントダウンの下落局面、逆に、47000 ドル大台替えで仕切り

直しが入ります。また長期の方向を示す月ベースでは、9 月に 46000 ドル大台替えで仕切り直しが

入り、10 月に 47000 ドル大台替えでカウントダウンの上昇局面入りに 1 か月間、従って、11 月まで

に 48000 ドル大台替えでカウントダウン継続を狙う時間帯に入りましたが、逆に 10 月に 46000 ドル

大台割れで下落スタートとなりました。45000 ドル大台割れでカウントダウンの下落局面、逆に、

47000 ドル大台替えで仕切り直しが入ります。これで短期↓、中期↓、長期↓となり、短期が時間的

リミットのある弱含み、中期・長期が弱含みに変化したことで、目先を含め下落しやすいかたちに変

化しました。また、NY ダウの T-Model 理論『目標値±2％乖離』は、4 月 18 日週に「上値目標値

+2%乖離」が表れ、6 月 27 日週に 2 回連続で「上値目標値+2%乖離」が表れ、さらに、7 月 4 日週も

3 回連続の「上値目標値+2%乖離」が表れ、目先は一旦、より「下値目標値-2%乖離」が表れやすい

かたちになりましたが、3 か月もの長い期間表れないのはそれだけ強烈な「株価操縦」が行われて

いることを示しています。一方、日本株とより連動性の高い NASDAQ 指数の「大台替えの法則」は、

短期の大台替えで、逆に 8 月 22 日に 21500 ポイント大台替えで仕切り直しが入り、9 月 10 日に

22000 ポイント大台替えでカウントダウンの上昇局面入りに 19 日間、18 日に 22500 ポイント大台替

えでカウントダウン継続に 8 日間、従って、26 日までに 23000 ポイント大台替えでカウントダウン継

続を狙う時間帯に入りましたが、実現せずに時間切れ。23500 ポイント大台替えで仕切り直し、逆に、

21500 ポイント大台割れで下落スタートとなります。中期の方向を示す月ベースでは、時間切れとな

っていましたが、10 月 7 日に 23000 ポイント大台替えで仕切り直しが入りました。24000 ポイントの

大台替えでカウントダウンの上昇局面、逆に、22000 ポイント大台割れで下落スタートとなります。ま

た長期の方向を示す月ベースでは、時間切れとなっていましたが、7 月に 21000 ポイント大台替え

で仕切り直しが入り、9 月に 22000 ポイント大台替えでカウントダウンの上昇局面入りに 2 ヶ月、10

月に 23000 ポイント大台替えでカウントダウン継続に 1 ヶ月、従って、11 月までに 24000 ポイント大

台替えでカウントダウン継続を狙う時間帯に入りました。逆に、22000 ポイント大台割れで下落スタ

ートとなります。これで短期→、中期↑、長期↑となり、中期の方向感なしは変わりませんが、中期

が強含み、長期が時間的リミットのある強含みに変化したことで、目先は乱高下しやすいながらも全

体的には上昇しやすいかたちに変化しました。 

 

一方、為替は、ドル・円が 153.27 円～149.00 円（先週予告していた上値メド 150.29 円～151.79 円

（+1％かい離）//下値メド 147.62 円～146.14 円（-1％かい離））と推移し、「上値目標値+1％乖離」

を上回り、前の週と異なり、円安・ドル高、ドル円の T-Model 理論『目標値±1％乖離』は、8 月 1 日

週に「上値目標値+1％乖離」が表れたことで、『再び、短期的には一旦は「下値目標値-1％乖離」

が表れる円高局面が表れそうです。』と指摘しましたが、9 月 22 日週に再び、「上値目標値+1％乖

離」が表れ、更に、先週 10 月 6 日週に再び、「上値目標値+1％乖離」が表れ、3 回連続となったこ

とで、「下値目標値-1％乖離」が表れる円高局面がより表れそうなかたちか、ドル・ユーロは、1.1741
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～1.1540(先週予告していた上値メド 1.1777～1.1894（+1％かい離）//下値メド 1.1593～1.1477（-

1％かい離））と推移し、下値目標値を達成し、3 週連続でドル高・ユーロ安、ドルユーロの T-Model

理論『目標値±1％乖離』は、8 月 1 日週に 2 回連続で「下値目標値-1％乖離」が表れたことで、

『目先は一旦、「上値目標値+1％乖離」が表れるユーロ高・ドル安局面がより表れやすいかたちか』

と指摘しましたが、9 月 22 日週に 3 回連続で「下値目標値-1％乖離」が表れたことで、目先は一

旦、「上値目標値+1％乖離」が表れるユーロ高・ドル安局面が更に表れやすいかたちか、また、ユ

ーロ円は、177.93 円～172.73 円（先週予告していた上値メド 174.65 円～176.39 円（+1％かい離）

//下値メド 173.14 円～171.40 円（-1％かい離））と推移し、上値・下値両目標値を達成する乱高下

の激しい週でしたが、「上値目標値+1％乖離」を上回ったことで、前の週と異なり、円安・ユーロ高、

ユーロ円の T-Model 理論『目標値±1％乖離』は、8 月 1 日週に「下値目標値-1％乖離」が表れた

ことで、『再び、一旦は「上値目標値+1％乖離」が表れるユーロ高・円安局面か』と指摘し、予告通り、

10 月 10 日週に「上値目標値+1％乖離」が表れたことで、目先は一旦、「下値目標値-1％乖離」が

表れるユーロ安・円高局面か。この結果、前の週の円＞ドル＞ユーロからドル＞ユーロ＞円に変化

し、円の修正高は 1 週で終了したかたちです。10 月 4 日に行われた自民党総裁選で日本銀行に

よる追加利上げに批判的な高市氏が選出され、歳出拡大や利上げ見送りの思惑で主要通貨は対

円で上昇基調を強め、米連邦政府機関の一部閉鎖が続いているものの、米国のインフレ持続も意

識され、米ドル・円は節目の 150 円を上回り、10 日に 153 円台前半まで米ドル高円安が進行。た

だ、自民・公明の連立解消が報じられ、高市総裁の政策を織り込んだ円売りは縮小、さらに、米トラ

ンプ大統領が 11 月 1 日付で中国からの輸入品に 100％の追加関税を課すと共に、全ての重要な

米国製ソフトウエアに輸出規制を適用すると表明したことを受けて米ドル売り・円買いが急速に広が

り、151 円 17 銭まで下落して週の取引を終えています。フランスの政治不安を懸念やドイツ国債の

利回り低下を意識したユーロ売りが観測されたものの、日銀の利上げ見送りへの思惑からユーロは

対円で上昇基調を強めたかたちです。 

 

 

＜裁定買い残・裁定売り残＞ 

3 週間振りに減少、かつ 7 月 28 日週以来、9 週間振りに 3000 億円超の大幅減少。また裁定買い

残は 25 年 3 月 31 日週以来、約 5 ヶ月弱振りに 2 兆円大台にのせて、8 週連続で「2 兆円」台をキ

ープしています。前回「2 兆円」台に乗せた 3 月は、ご存知の通り、「トランプ関税ショック」直前で、

その後は 4 月に日経平均が 3 万円割れ目前まで急落しています。以前から『忘れてはいけないこ

とは、24 年 8 月 5 日週-7664 億円、24 年 10 月 21 日週-6063 億円、25 年 1 月 13 日週-5615 億

円、の「5000 億円超の大幅減少」がここ約半年間に 3 回も起きていることです。それ以前に「5000

億円超の大幅減少」を記録したのは 21 年 3 月 8 日週と 3 年以上前のことでも分かるように、「5000

億円超の大幅減少」は極めて希な現象。このような大規模な売り越しが頻繁に表れるということは、
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近い将来、何らかの「危機」が表面化する兆しとして注意が必要ということになりそうです。』と指摘し、

そして、今 4 月にはトランプ関税をきっかけに株価急落局面が起きました。これは近未来に起こるで

あろう危機の始まりなのかもしれません。一方、「裁定売り残」は、前の週比+538 億円の 2080 億円

と 3 週連続で増加。この 3 週連続増加の前の週は 21 年 8 月 23 日週以来、約 4 年振りの「3000 億

円超」の大幅減少で、その前の週は逆に、24 年 3 月 4 日週以来、約 1 年振りの「3000 億円超」の

増加で、「裁定売り残」を利用して相場を乱高下させている「相場操縦」の姿が見え隠れしています。

ちなみに、「3000 億円超」の増加となった 24 年 3 月 4 日週は当時、今回と同様、日経平均が史上

最高値をつけたときに表れており、その次の月である 24 年 4 月に日経平均は 5000 円幅の急落が

起きています。また、以前から重要指標として指摘してきた T-Model 理論「裁定買い残-裁定売り

残」は前の週比-3605 億円の 2 兆 732 億円と 4 週間振りに減少、かつ 9 月 1 日週以来、4 週間振

りに「3000 億円超」の大幅減少です。実は、4 週間前に 1 週だけ「2 兆円」を割れましたが、実質は

8 週連続で「2 兆円」台乗せが実態です。前回の「2 兆円」台にのせたのは 25 年 3 月 24 日週で 4

月の「トランプショック」直前に表れ、また、3 週連続の「2 兆円」台乗せは、24 年 12～1 月、24 年 7

月、24 年 5 月で「令和のブラックマンデー」前に表れています。今回も史上最高値更新時に表れて

おり、今後、「2 兆円」を割り込むと急落調整のシグナルとして注意が必要かもしれません。 
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9 月 8 日週 9 月 15 日週 9 月 22 日週 9 月 29 日週 

¥44,768.12 ¥45,045.81 ¥45,354.99 ¥45,769.50 

2.11 2.39 2.58 2.28 

-0.03 0.25 0.19 -0.30 

単位：兆円 

          

6月16日
週

6月23日
週
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週

7月7日
週
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週
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週
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週
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週
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週
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週

先週比 -0.08 -0.14 -0.1 -0.15 0 0.31 -0.14 0.35 0.36 0 0.03 -0.01 -0.03 0.25 0.19 -0.3

日経平均 ¥38,403.¥40,150.¥39,810.¥39,569.¥39,819.¥41,456.¥40,799.¥41,820.¥43,378.¥42,633.¥42,718.¥43,018.¥44,768.¥45,045.¥45,354.¥45,769.

裁定買い残 1.63 1.49 1.39 1.24 1.24 1.55 1.41 1.76 2.12 2.12 2.15 2.14 2.11 2.39 2.58 2.28

-1

-0.5

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

¥36,500

¥37,000

¥37,500

¥38,000

¥38,500

¥39,000

¥39,500

¥40,000

¥40,500

¥41,000

¥41,500

¥42,000

¥42,500

¥43,000

¥43,500

¥44,000

¥44,500

¥45,000

¥45,500

¥46,000

裁定買い残と先週比
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9 月 8 日週 9 月 15 日週 9 月 22 日週 9 月 29 日週 
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週
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日経平均 ¥38,403 ¥40,150 ¥39,810 ¥39,569 ¥39,819 ¥41,456 ¥40,799 ¥41,820 ¥43,378 ¥42,633 ¥42,718 ¥43,018 ¥44,768 ¥45,045 ¥45,354 ¥45,769
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裁定売り残と先週比
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＜今週のマーケットの見通し＞ 

今週は本来ですと軟調相場の週が予想されます。今週（10/13～10/17）の相場を占う『RU-RD 指

標』の 10 月 3 日週は-46.6％と一気に「-40％超の下限ゾーン」を下回り、2 週連続でマイナス圏に

陥ったことで、本来ですと軟調相場が予想されます。「-40％超の下限ゾーン」を下回ったのは、25

年 3 月 31 日週以来、約半年振り、また「2 週連続マイナス圏」も同じ 25 年 3 月 31 日週～4 月 7

日週の時期で、その直後に「トランプ関税ショック」が起きたことは記憶に新しいところです。ただ、

来週（10/20～10/24）の相場を占う 10 月 10 日週は+25.0％と 3 週間振りにプラス圏に浮上したこ

とで、本来ですと急反発が予想されます。先週、『先週は本来、急反発が予想される週でしたが、

週初に米国の政府機関閉鎖に対する警戒感から急落、日経平均は T-Model 理論『目標値±2％

乖離』で、予告通り、「下値目標値-2%乖離」を下回り、その後は 4 日の自民党総裁選投開票の思

惑で女性初の高市自民党総裁誕生を一部織り込んだのか、日経平均は約 1 週間ぶりに過去最高

値を更新して終了しています。今週は先週とは逆に、本来、急落調整を警戒する週ですが、週初

は「高市トレード」を織り込むかたちで、一つのメドとしては「上値目標値+2%乖離」＝46651 円を上

回る円安・株高が予想されますが、その後は、目先、一旦、「下値目標値-2%乖離」を下回るような

急落調整に警戒かと思われます。今週末はミニ SQ を控えることから投機筋が週末までは高値を維

持するかもしれませんが、その場合は、来週に急落調整がズレ込む可能性がありそうです。』と指

摘し、予告通り、「上値目標値+2%乖離」＝46651 円を大きく上回り、週末 10 日のミニ SQ では 10

月 SQ 値 48779 円の史上最高値を付けましたが、取引時間中の高値（48510 円）は SQ 値に届か

ず、「幻の SQ」となっています。ただ、現物取引終了後に発表された公明党と自民党の「連立離

脱」による期待された「高市トレード」の巻き戻し、更に、10 日夜にはトランプ大統領が SNS に「11

月 1 日から中国に対し、現在の関税に上乗せして 100％の関税を課す」と記したことで NY ダウが

前日比 878 ドル安とリスクオフの動きとなり、日経平均先物が SQ 値比 2420 円安の 45200 円まで

急落して終了しています。今週は、一つのメドである T-Model 理論『目標値±2％乖離』の「下値目

標値-2%乖離」＝45939 円を下回るか、どうかが注目されますが、仮に、この水準を下回った場合、

来週は「上値目標値+2%乖離」を上回る急反発が期待されそうです。ただ、そうならなかった場合

は、来週の急反発の上値は限定的となって、その後、「下値目標値-2%乖離」を下回るような急落調

整に警戒が必要なかたちとなりそうです。 

 

先週の相場で注目すべきは、先週もお伝えしたドルの価値低下分を除いた実質的な株価を示す

「NY ダウ/ゴールドレシオ」が先週末 10 月 10 日 11.3 倍と、「トランプ関税ショック」で記録した 4 月

14 日週 11.7 倍の今年のボトムを遂に下回ったことです。NY ダウが「11 月 1 日から中国に対し、現

在の関税に上乗せして 100％の関税を課す」とトランプ大統領が SNS で記したことで前の週比-

1279 ドル安（-2.7％）の 45479 ドルに急落する一方、NY 金が同 91.5 ドル高（+2.3％）の 4000 ドル

と史上最高値をさらに更新する対照的な動きとなったためです。先週、『実は、同指標の「11 倍～
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12 倍」の水準は歴史的にみても重要な節目で、2008 年はこの水準を割り込んだ途端、「リーマンシ

ョック」に発展したからです。それ以前も「11 倍～12 倍」を割り込むと、1973 年には「第一次オイル

ショック」、1929 年には「世界大恐慌」に突入するシグナルとなっています。だからこそ、株高によっ

て実体経済を覆い隠そうとしてきた当局からすれば、どうしてもこの「11 倍～12 倍」の水準は死守し

なければなりません。今後、直近ボトムの 4 月 14 日週 11.7 倍を何がなんでも死守することが予想

されますが、仮に、それが限界に達したと当局が考えれば、逆に、自らのタイミングで「〇〇ショッ

ク」を仕掛けてくるかもしれません。更に、その「〇〇ショック」が起こされた場合、次に注目すべきは

「通貨制度」の変更となりそうです。「リーマンショック」の時期に、1929 年「世界大恐慌」や 1973 年

「第一次オイルショック」の両時期のように 3 回目の「通貨制度」変更に発展する可能性がありまし

たが、2008 年から始めた「QE」によって同指数は 2011 年 8 月 15 日週 5.8 倍のボトム水準で一

旦、止めることで「通貨制度」変更を先送りしたかたちです。ただ、現在の金価格の急騰で当時の

金価格を大きく上回ったことから、同指標は「11 倍～12 倍」の歴史的水準に達しており、別の見方

をすれば、「通貨制度」の変更を催促しているようにも見えてきます。そろそろ「金・銀」と「株式」が

同時に急騰している不自然さに気が付くときが近づいているように思えます。』と指摘しました。「NY

ダウ/ゴールドレシオ」がその「〇〇ショック」が起きる可能性が強まる「11 倍」割れ目前にまで低下し

たことで、当局はそれを死守するように目先、円安・株高で「株価操縦」を行ってくることは容易に想

像できますが、いつまでそれが可能なのでしょうか。『「金・銀」と「株式」が同時に急騰している不自

然さ』に気づかない市場関係者も多いようですが、その答えが誰にでも分かる近未来が近づいてい

ることを示唆しています。 

 

一方、日経平均とのほぼ一致指標である『「買い（レーティング 1 と 2）」-「売り（レーティング 3 と

4）」銘柄比率』が 25 年 9 月 5 日週+44.3％→9 月 12 日週+47.1％→9 月 19 日週+52.9％→9 月

26 日週+38.6％→10 月 3 日週-2.9％→10 月 10 日週+11.4％と、25 年 4 月 14 日週以来、約半年

ぶりに一気に「マイナス圏」に急落した前の週からは一旦、プラス圏に反発したかたちです。以前か

ら『「天井圏」を割り込むとリバウンド終了のサインとなる可能性が高い』とお伝えし、かつ先週は、

『「+40％超の上限ゾーン」、かつ「+50％」を超えて「天井圏」を示した後、24 年 8 月 9 日週の「令和

のブラックマンデー」や 25 年 4 月 11 日週安値 30792 円まで-23％急落した「トランプ関税ショック」

が起きています。「マイナス圏」への下落はそのような「〇〇ショック」がいつ起きてもおかしくないか

たちが出来つつあることを示唆しています。』と指摘した途端、先週は日経平均先物が SQ 値比

2420 円安の 45200 円まで急落、また NY ダウが前の週比-1279 ドル安（-2.7％）の 45479 ドルに

急落しています。また、以前から指摘しているように、不自然な「株価操縦」で本来の天井圏・底値

圏を示唆する同指標の「移動平均ベース」が 2020 年 4 月 13 日週の「コロナショック」以降、「-40％

超の下限ゾーン」を割り込む本来の「底値圏」が一度も表れていません。同指標の「移動平均ベー

ス」は 25 年 9 月 5 日週+46.4％→9 月 12 日週+47.4％→9 月 19 日週+49.0％→9 月 26 日週

+47.6％→10 月 3 日週+38.1％→10 月 10 日週+31.9％と、20 週連続で「プラス圏」ですが、24 年 9
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月 30 日週以来、約 11 か月弱振りに 7 週連続で超えていた「+40％超の上限ゾーン」を 2 週連続

で割り込んでいます。以前から、『同指標の「移動平均ベース」の「天井圏」を割り込むとリバウンド

終了のサインがより鮮明化し、急落調整のサインが迫っていることを意味するため要注目です。』と

指摘してきましたが、先週の日米の株価はそれを示したかたちです。今回は 1 月 20 日に「トランプ

政権 2.0」に移行したことで、バイデン政権時代の「円キャリートレード」による「人工的」円安と米国

の緩和策の一つである「逆イールド」による不正な株価吊り上げの反動から久しぶりに「移動平均ベ

ース」でも「-40％超の下限ゾーン」を割り込む「底値圏」が表れる可能性があるかもしれません。「株

価操縦」の一つに利用されてきた T-Model『円キャリートレード指数』は 25 年 10 月 10 日週 1.54

倍と、「令和のブラックマンデー」直前に付けた直近最高である 24 年 7 月 1 日週 1.54 倍に並ぶ「2

番天井」のかたちになっており、「令和のブラックマンデー2.0」がいつ起きてもおかしくないかたち

になりつつあります。同指標の 1 年振りの急上昇を象徴するのが、時価総額が 10 月 9 日時点で

32 兆円とここ 3 か月で 2 倍に膨張したソフトバンクグループ（SBG）で、トヨタ自動車に次ぐ国内 2

位に躍り出ています。 

 

今週は、経済指標では、国内は、10 月 14 日に 9 月マネーストック、15 日に 9 月訪日外客数、16

日に 8 月機械受注、海外では、13 日に中・9 月貿易収支、14 日に独・10 月 ZEW 景況感指数、15

日に中・9 月生産者物価、9 月消費者物価（24 日に発表が延期？）、欧・8 月ユーロ圏鉱工業生

産、米・9 月消費者物価、10 月 NY 連銀製造業景気指数、ベージュブック（地区連銀経済報告）、

16 日に米・9 月小売売上高、9 月生産者物価、10 月フィラデルフィア連銀製造業景況感指数、10

月 NAHB 住宅市場指数、新規失業保険申請件数、17 日に米・9 月住宅着工件数、9 月住宅着工

許可件数、9 月輸出入物価、9 月鉱工業生産、9 月設備稼働率などが発表予定。このほかのイベ

ント・トピックスとしては、国内は、10 月 13 日に株式市場は祝日のため休場(スポーツの日)、海外

は、13 日に米・債券市場は祝日のため休場(コロンブスデー)、株式市場は通常取引、国際通貨基

金(IMF)・世界銀行年次総会(18 日まで)、ノーベル経済学賞発表、15 日に G20 財務相・中央銀行

総裁会議(16 日まで)、など。 
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9 月 29 日週 10 月 6 日週 10 月 13 日週 10 月 20 日週 

¥45,769.50 ¥48,088.80   

11.10% -16.70% -46.60% 25.00% 

 

 

 

 

 

7月28日
週

8月4日週
8月11日
週

8月18日
週

8月25日
週

9月1日週 9月8日週
9月15日
週

9月22日
週

9月29日
週

10月6日
週

10月13日
週

10月20日
週

日経平均 ¥40,799.6 ¥41,820.4 ¥43,378.3 ¥42,633.2 ¥42,718.4 ¥43,018.7 ¥44,768.1 ¥45,045.8 ¥45,354.9 ¥45,769.5 ¥48,088.8

RU-RD -32.4% 43.6% -12.8% 5.4% 5.1% 16.0% 13.8% -21.9% 0.0% 11.1% -16.7% -46.6% 25.0%

-100.0%

-80.0%

-60.0%

-40.0%

-20.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

¥39,000

¥39,500

¥40,000

¥40,500

¥41,000

¥41,500

¥42,000

¥42,500

¥43,000

¥43,500

¥44,000

¥44,500

¥45,000

¥45,500

¥46,000

¥46,500

¥47,000

¥47,500

¥48,000

¥48,500

RU-RD指標と日経平均（週末終値）
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■■■ 今週の各指標の上値・下値メド ■■■  

 

 

＜日経平均＞  

上値メド 47988 円～48947 円（+2％かい離） 

下値メド 46877 円～45939 円（-2％かい離） 

 

＜NY ダウ＞  

上値メド 46800 ドル～47736 ドル（+2％かい離） 

下値メド 45864 ドル～44946 ドル（-2％かい離）  

 

＜ドル円＞  

上値メド 152.20 円～153.72 円（+1％かい離） 

下値メド 149.41 円～147.91 円（-1％かい離）  

 

＜ドルユーロ＞  

上値メド 1.1708～1.1825（+1％かい離） 

下値メド 1.1572～1.1456（-1％かい離） 

 

＜ユーロ円＞  

上値メド 176.05 円～177.81 円（+1％かい離） 

下値メド 173.89 円～172.15 円（-1％かい離） 
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8月25日週 9月1日週 9月8日週 9月15日週 9月22日週 9月29日週 10月6日週 10月13日週

日経平均 ¥42,718.47 ¥43,018.75 ¥44,768.12 ¥45,045.81 ¥45,354.99 ¥45,769.50 ¥48,088.80

高値 ¥43,201.42 ¥43,220.94 ¥44,888.02 ¥45,852.75 ¥45,824.69 ¥45,778.66 ¥48,597.08

安値 ¥42,137.62 ¥41,835.17 ¥43,343.58 ¥44,495.46 ¥45,193.77 ¥44,357.65 ¥46,592.99

上値上 ¥45,910 ¥44,440 ¥43,816 ¥45,602 ¥47,723 ¥47,743 ¥46,651 ¥48,947

上値下 ¥45,010 ¥43,569 ¥42,957 ¥44,708 ¥46,788 ¥46,807 ¥45,737 ¥47,988

下値上 ¥43,124 ¥42,117 ¥41,671 ¥43,435 ¥45,233 ¥45,308 ¥44,739 ¥46,877

下値下 ¥42,261 ¥41,274 ¥40,837 ¥42,566 ¥44,328 ¥44,401 ¥43,844 ¥45,939

¥39,000

¥39,500

¥40,000

¥40,500

¥41,000

¥41,500

¥42,000

¥42,500

¥43,000

¥43,500

¥44,000

¥44,500

¥45,000

¥45,500

¥46,000

¥46,500

¥47,000

¥47,500

¥48,000

¥48,500

¥49,000

日経平均

8月25日週 9月1日週 9月8日週 9月15日週 9月22日週 9月29日週 10月6日週 10月13日週

NYダウ $45,636.90 $45,621.29 $46,108.00 $46,142.42 $45,947.32 $46,519.72 $46,358.42

上値上 $46,843 $47,309 $46,376 $46,918 $47,567 $47,751 $48,047 $47,736

上値下 $45,925 $46,382 $45,917 $45,999 $46,635 $46,815 $47,105 $46,800

下値上 $44,866 $45,122 $45,076 $45,337 $45,782 $46,011 $46,266 $45,864

下値下 $43,968 $44,219 $44,625 $44,430 $44,866 $45,090 $45,340 $44,946

高値 $45,682.83 $45,770.20 $46,137.20 $46,396.47 $46,714.27 $47,049.64 $46,868.49

安値 $45,192.29 $44,948.16 $45,277.73 $45,667.42 $45,785.17 $46,103.39 $45,470.72

$39,000

$40,000

$41,000

$42,000

$43,000

$44,000

$45,000

$46,000

$47,000

$48,000

$49,000

NYダウ
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8月25日週 9月1日週 9月8日週 9月15日週 9月22日週 9月29日週 10月6日週 10月13日週

上値上 ¥150.08 ¥150.17 ¥150.26 ¥150.16 ¥149.23 ¥151.25 ¥151.79 ¥153.72

上値下 ¥148.60 ¥148.69 ¥148.78 ¥148.68 ¥147.76 ¥149.76 ¥150.29 ¥152.20

下値上 ¥146.68 ¥146.38 ¥146.85 ¥146.70 ¥145.43 ¥147.15 ¥147.62 ¥149.41

下値下 ¥145.21 ¥144.91 ¥145.38 ¥145.23 ¥143.97 ¥145.67 ¥146.14 ¥147.91

ドル円 ¥147.02 ¥147.38 ¥147.66 ¥147.94 ¥149.49 ¥147.44 ¥151.15

高値 ¥148.18 ¥149.13 ¥148.57 ¥148.28 ¥149.95 ¥149.51 ¥153.27

安値 ¥146.64 ¥146.76 ¥146.29 ¥145.47 ¥147.44 ¥146.57 ¥149.04

¥136

¥138

¥140

¥142

¥144

¥146

¥148

¥150

¥152

¥154

¥156

ドル円

9月1日週 9月8日週 9月15日週 9月22日週 9月29日週 10月6日週 10月13日週

上値上 € 1.1839 € 1.1873 € 1.1931 € 1.2029 € 1.1976 € 1.1894 € 1.1825

上値下 € 1.1722 € 1.1756 € 1.1813 € 1.1910 € 1.1861 € 1.1777 € 1.1708

下値上 € 1.1574 € 1.1596 € 1.1657 € 1.1771 € 1.1704 € 1.1593 € 1.1572

下値下 € 1.1458 € 1.1480 € 1.1540 € 1.1653 € 1.1586 € 1.1477 € 1.1456

ドルユーロ € 1.1657 € 1.1734 € 1.1789 € 1.1663 € 1.1725 € 1.1566 

高値 € 1.1761 € 1.1783 € 1.1919 € 1.1822 € 1.1781 € 1.1738 

安値 € 1.1542 € 1.1661 € 1.1701 € 1.1645 € 1.1683 € 1.1542 

€ 1.0500

€ 1.0600

€ 1.0700

€ 1.0800

€ 1.0900

€ 1.1000

€ 1.1100

€ 1.1200

€ 1.1300

€ 1.1400

€ 1.1500

€ 1.1600

€ 1.1700

€ 1.1800

€ 1.1900

€ 1.2000

€ 1.2100

ドルユーロ
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■■■ レーティング変更 ■■■  

 

 

同指標は日経平均に多少先行しますが一致指標。同指標は、25 年 9 月 5 日週+44.3％→9 月 12

日週+47.1％→9 月 19 日週+52.9％→9 月 26 日週+38.6％→10 月 3 日週-2.9％→10 月 10 日週

+11.4％と、25 年 4 月 14 日週以来、約半年ぶりに一気に「マイナス圏」に急落した前の週からは一

旦、プラス圏に反発したかたちです。以前から『「天井圏」を割り込むとリバウンド終了のサインとなる

可能性が高い』とお伝えし、かつ先週は、『「+40％超の上限ゾーン」、かつ「+50％」を超えて「天井

圏」を示した後、24 年 8 月 9 日週の「令和のブラックマンデー」や 25 年 4 月 11 日週安値 30792 円

まで-23％急落した「トランプ関税ショック」が起きています。「マイナス圏」への下落はそのような「〇

〇ショック」がいつ起きてもおかしくないかたちが出来つつあることを示唆しています。』と指摘した

途端、先週は日経平均先物が SQ 値比 2420 円安の 45200 円まで急落、また NY ダウが前の週比

-1279 ドル安（-2.7％）の 45479 ドルに急落しています。また、以前から指摘しているように、不自然

な「株価操縦」で本来の天井圏・底値圏を示唆する同指標の「移動平均ベース」が 2020 年 4 月 13

日週の「コロナショック」以降、「-40％超の下限ゾーン」を割り込む本来の「底値圏」が一度も表れて

8月25日週 9月1日週 9月8日週 9月15日週 9月22日週 9月29日週 10月6日週 10月13日週

上値上 175.44 174.69 175.31 176.12 176.55 177.26 176.39 177.81

上値下 173.71 172.97 173.58 174.38 174.81 175.51 174.65 176.05

下値上 171.33 170.88 171.77 172.53 172.84 173.83 173.14 173.89

下値下 169.61 169.17 170.05 170.80 171.11 172.09 171.4 172.15

ユーロ円 ¥171.78 ¥172.69 ¥173.25 ¥173.74 ¥174.92 ¥173.12 ¥175.61

高値 ¥172.65 ¥173.83 ¥173.90 ¥174.48 ¥175.05 ¥175.00 ¥177.93

安値 ¥171.07 ¥171.73 ¥172.08 ¥172.86 ¥173.56 ¥172.20 ¥172.73

¥158

¥160

¥162

¥164

¥166

¥168

¥170

¥172

¥174

¥176

¥178

ユーロ円
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いません。同指標の「移動平均ベース」は 25 年 9 月 5 日週+46.4％→9 月 12 日週+47.4％→9 月

19 日週+49.0％→9 月 26 日週+47.6％→10 月 3 日週+38.1％→10 月 10 日週+31.9％と、20 週連

続で「プラス圏」ですが、24 年 9 月 30 日週以来、約 11 か月弱振りに 7 週連続で超えていた「+40％

超の上限ゾーン」を 2 週連続で割り込んでいます。以前から、『同指標の「移動平均ベース」の「天

井圏」を割り込むとリバウンド終了のサインがより鮮明化し、急落調整のサインが迫っていることを意

味するため要注目です。』と指摘してきましたが、先週の日米の株価はそれを示したかたちです。

今回は 1 月 20 日に「トランプ政権 2.0」に移行したことで、バイデン政権時代の「円キャリートレード」

による「人工的」円安と米国の緩和策の一つである「逆イールド」による不正な株価吊り上げの反動

から久しぶりに「移動平均ベース」でも「-40％超の下限ゾーン」を割り込む「底値圏」が表れる可能

性があるかもしれません。「株価操縦」の一つに利用されてきた T-Model『円キャリートレード指数』

は 25 年 10 月 10 日週 1.54 倍と、「令和のブラックマンデー」直前に付けた直近最高である 24 年 7

月 1 日週 1.54 倍に並ぶ「2 番天井」のかたちになっており、「令和のブラックマンデー2.0」がいつ起

きてもおかしくないかたちになりつつあります。同指標の 1 年振りの急上昇を象徴するのが、時価総

額が 10 月 9 日時点で 32 兆円とここ 3 か月で 2 倍に膨張したソフトバンクグループ（SBG）で、トヨタ

自動車に次ぐ国内 2 位に躍り出ています。 
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※以下の T2 レーティング比率で目先の天井（40％超）、底（-40％超）を予測 

 

 

6月30日
週

7月7日
週

7月14日
週

7月21日
週

7月28日
週

8月4日
週

8月11日
週

8月18日
週

8月25日
週

9月1日
週

9月8日
週

9月15日
週

9月22日
週

9月29日
週

10月6日
週

銘柄比率 30.0% 35.7% 27.1% 48.6% 41.4% 42.9% 47.1% 54.3% 48.6% 44.3% 47.1% 52.9% 38.6% -2.9% 11.4%

上限 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40%

下限 -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40%

日経平均 ¥39,810. ¥39,569. ¥39,819. ¥41,456. ¥40,799. ¥41,820. ¥43,378. ¥42,633. ¥42,718. ¥43,018. ¥44,768. ¥45,045. ¥45,354. ¥45,769. ¥48,088.

¥34,400

¥36,400

¥38,400

¥40,400

¥42,400

¥44,400

¥46,400

¥48,400

-100.0%

-80.0%

-60.0%

-40.0%

-20.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

日経平均とT2レーティング比率

9
月

30
日

週

10
月

7
日

週

10
月

14
日

週

10
月

21
日

週

10
月

28
日

週

11
月

4
日

週

11
月

11
日

週

11
月

18
日

週

11
月

25
日

週

12
月

2
日

週

12
月

9
日

週

12
月

16
日

週

12
月

23
日

週

12
月

30
日

週

1
月

6
日

週

1
月

13
日

週

1
月

20
日

週

1
月

27
日

週

2
月

3
日

週

2
月

10
日

週

2
月

17
日

週

2
月

24
日

週

3
月

3
日

週

3
月

10
日

週

3
月

17
日

週

3
月

24
日

週

3
月

31
日

週

4
月

7
日

週

4
月

14
日

週

4
月

21
日

週

4
月

28
日

週

5
月

5
日

週

5
月

12
日

週

5
月

19
日

週

5
月

26
日

週

6
月

2
日

週

6
月

9
日

週

6
月

16
日

週

6
月

23
日

週

6
月

30
日

週

7
月

7
日

週

7
月

14
日

週

7
月

21
日

週

7
月

28
日

週

8
月

4
日

週

8
月

11
日

週

8
月

18
日

週

8
月

25
日

週

9
月

1
日

週

9
月

8
日

週

9
月

15
日

週

9
月

22
日

週

9
月

29
日

週

10
月

6
日

週

銘柄比率 51444410 7. 24271510243222254538 -4 -2 3015 0. 11 -2 0. -5 1125 -5 -7 -5 2. 7. 5. 11 4. 7. 1412171830352748414247544844475238 -2 11

上限 404040404040404040404040404040404040404040404040404040404040404040404040404040404040404040404040404040404040

下限 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4 -4

日経平均 ¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥4¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥3¥4¥3¥3¥3¥4¥4¥4¥4¥4¥4¥4¥4¥4¥4¥4¥4

¥34,400

¥36,400

¥38,400

¥40,400

¥42,400

¥44,400

¥46,400

¥48,400

-100.0%

-80.0%

-60.0%

-40.0%

-20.0%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

日経平均とT2レーティング比率（年間推移）
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※以下の T2 レーティングの「移動平均」で中長期的な天井（40％超）、底（-40％超）を予測 

 

     

6月30日
週

7月7日週
7月14日
週

7月21日
週

7月28日
週

8月4日週
8月11日
週

8月18日
週

8月25日
週

9月1日週 9月8日週
9月15日
週

9月22日
週

9月29日
週

10月6日
週

上限 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40% 40%

下限 -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40% -40%

銘柄比率 30.0% 35.7% 27.1% 48.6% 41.4% 42.9% 47.1% 54.3% 48.6% 44.3% 47.1% 52.9% 38.6% -2.9% 11.4%

移動平均 16.7% 21.4% 23.6% 29.5% 33.6% 37.6% 40.5% 43.6% 47.1% 46.4% 47.4% 49.0% 47.6% 38.1% 31.9%
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T2レーティング比率と移動平均
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銘柄比率 51 44 44 10 7. 24 27 15 10 24 32 22 25 45 38 -4 -2 30 15 0. 11 -2 0. -5 1125 -5 -7 -5 2. 7. 5. 11 4. 7. 14 12 17 18 30 35 27 48 41 42 47 54 48 44 47 52 38 -2 11
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